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（第12版：2022年7月21日） 

 

国立病院機構西新潟中央病院倫理審査取扱規程 

 
（目的） 

第１条 この規程は、国立病院機構西新潟中央病院（以下「当院」という。）に所属する職員が行う

臨床研究について、国内の関係法規、「ヘルシンキ宣言」及び各専門分野における国外の倫理規範

等に基づき、個人の尊厳、人権の尊重その他の倫理的観点及び科学的観点から審査するための取扱

を定めるものである。 
 

（対象） 
第２条 （省略） 
２ 前項に掲げる臨床研究のうち、国及びそれに準じる機関以外の者（以下「依頼者」という。）か

ら委託を受けて行う研究（以下「受託研究」という。）については、本規程及び「国立病院機構西

新潟中央病院倫理審査委員会標準業務手順書＜其の二＞」を適用し、受託研究以外の研究について

は、本規程及び「国立病院機構西新潟中央病院倫理審査委員会標準業務手順書＜其の一＞」並びに

「国立病院機構西新潟中央病院における臨床研究の実施に関する手順書」を適用する。 
３ （省略） 

 
（倫理審査委員会の設置） 
第３条 院長は、前条の審査について必要な審議をおこなうため、当院に独立行政法人国立病院機構

臨床研究等倫理規程（平成１６年１０月１日規程第６１号）第６条に規定する倫理審査委員会（以

下「委員会」という。）を以下の各号の通り設置する。 
一 名称：独立行政法人国立病院機構西新潟中央病院 倫理審査委員会 
二 所在：新潟県新潟市西区真砂１丁目１４番１号 
三 設置者：独立行政法人国立病院機構西新潟中央病院 院長 
四 設置根拠法令：平成９年厚生省令第２８号「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令」及

び平成１７年厚生労働省令第３６号「医療機器の臨床試験の実施の基準に関する省令」及び平成

２６年厚生労働省令第８９号「再生医療等製品の臨床試験の実施の基準に関する省令」並びに「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」（令和３年文部科学省・厚生労働省・経

済産業省告示第１号） 
２ 院長は、次の各号を公表する。公表に係る手順については、国立病院機構西新潟中央病院倫理審

査委員会標準業務手順書＜其の二＞に従うこと。 
一 当該規程及び国立病院機構西新潟中央病院倫理審査委員会標準業務手順書＜其の二＞ 
二 第４条に規定する委員の名簿（IRB 様式 1） 
三 会議の記録の概要 

 
（委員会の構成） 

第４条 委員会は、院長が指名（IRB 様式１及び IRB 様式２）する者をもって構成する。なお、院

長は委員会の委員にはなれないものとする。 
一 委員長 ：副院長 
二 副委員長：臨床研究部長 
三 委員  ：専門委員 統括診療部長、神経部長、看護部長 

非専門委員 事務部長、企画課長、他 1 名以上 
外部委員 2 名以上 

とする。 
四 専門委員とは、医学、歯学、薬学、その他の医療又は臨床研究に関する専門的知識を有する委
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員 
五 非専門委員とは、医学、歯学、薬学、その他の医療又は臨床研究に関する専門的知識を有する

者以外の委員 
六 外部委員とは、実施医療機関（当院）と利害関係を有せず、かつ委員会の設置者（院長）と利

害関係を有しない当院外の男女両性の委員をいう。 
２～６ （省略） 

 
(事務局の設置）  
第５条 院長は、委員会に関する事務及び支援を行うため、委員会に事務局を設置し、薬剤部長を事

務局長とする。 
２ 事務局業務の詳細は別に定める。 

 
(委員会の運営）  
第６条 委員会は原則として１ヶ月に１回開催する。ただし、重篤な有害事象が発生した場合等、院

長から緊急に意見を求められた場合には、随時委員会を開催することができる。                                                         
２ 委員会は、以下の要件を満たす会議においてのみ、その意思を決定できるものとする。 

一 審議の採決に参加できる委員が委員総数の過半数参加していること 
二 第４条第１項第５号の委員が少なくとも１名参加していること 
三 第４条第１項第６号の委員が少なくとも１名参加していること 
四 少なくとも医師免許を有する委員が参加していること 

３ 採決に当たっては、審議に参加した委員のみが採決への参加を許されるものとする。 
４ 委員会の議事進行は、以下のとおりとする。 
一 第２条第１項に掲げる臨床研究のうち、受託研究以外の研究に係る審議等については、副委員

長が行うこととする。 
二 第２条第１項に掲げる臨床研究のうち、受託研究に係る審議等については、事務局長が行うこ

ととする。 
５～６ （省略） 
７ 意見は次の各号のいずれかによる。 

一 承認する 
二 修正の上で承認する 
三 却下する 
四 既に承認した事項を取り消す（研究等の中止又は中断を含む） 
五 保留する 

８ （省略） 
 

 
（本規程の改定） 
第７条 本規程の改定は、事務局において発議し、委員会の承認を得て院長が決定するものとする。 

 
 

 附 則 
（施行期日） 
この規程は、２０２１年４月１４日から施行する。 

 
附 則 
（施行期日） 
この規程は、２０２２年７月２１日から施行する。 


